
適正な下水道使用料の
あり方について

～収支計画及び国が求める経営努力の水準の確保～

資料

第２回米沢市水道事業及び下水道事業運営審議会
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国が求める経営努力の水準の確保について

１．使用料で賄うべき汚水処理に要する費用単価（汚水処理原価）が使用料

単価を上回る原価割れの状態にあることを改善する（維持管理費関係、使用料単価）

２．資本費（減価償却費等）に対する財政措置に関連して、国が求める目標値

を下回る状態にあることを改善する（維持管理費及び資本費関係、資本費算入率）

これらを達成するために事業を再構築し、経営改善を進め、下水道使用料を改定し、

国が求める経営努力の水準を確保し、年額1.3～1.4億円（R7は0.65～0.70億円）

の増収を見込むことで、下水道事業の経営安定を図るもの
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・改定率22.2％
改定時期の修正（R7.4月改定→R7.10月改定）

積算根拠の修正（積算に当たり、今後の収支見通しの根拠を令和5年度決算に統一）

増収見込の修正（満額収益→7割収益）

・差額の例
単身～２人世帯 1～10㎥使用（排除）の場合（全調定件数の42.9％に影響）

月々354円（354.1円）の増

３～４人世帯 20㎥使用（排除）の場合（全調定件数の29.6％に影響）

月々750円（750.1円）の増

公衆浴場 2,000㎥使用（排除）の場合

月々17,000円の増

八幡原工業団地内企業 2,000㎥使用（排除）の場合

月々34,200円の増
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国が求める経営努力の水準の確保について
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12.2％改定後（満額収益）
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15.6％改定後（満額収益）
22.2％改定後（7割収益）
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11参考：使用料単価と資本費算入率【R4決算】（類似団体）

★類似団体・・・ 類型区分Bc1（処理区域内人口：5万人以上～10万人未満　有収水量密度：2.5千㎥/ha以上～5.0千㎥/ha未満　供用開始後：25年以上）

下水道事業経営指標（総務省自治財政局編）によるもの
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使用料単価 資本費算入率

米沢市 142.64 70%

北上市 192.80 75%

奥州市 174.44 17%

名取市 171.23 89%

会津若松市 184.51 91%

ひたちなか市 143.11 58%

栃木市 137.31 22%

佐野市 122.65 47%

伊勢崎市 103.45 2%

深谷市 183.68 86%

柏崎市 172.50 67%

射水市 156.54 37%

類団平均 153.02 56%

全国平均 134.81 71%

※使用料単価

　 料金の対象となる汚水（有収水量）

１㎥当たりの下水道使用料収入。

算出式：使用料収入÷年間有収水量

※資本費算入率

　汚水処理に係る資本費のうち、使用

料で賄われている割合。高いほど独立

性がある。

算出式：（使用料収入－維持管理費）

÷資本費

米沢市改正後
158.9円、60.9％

142.64円、70.0％
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参考：使用料単価と資本費算入率【R4決算】（県内１３市）
使用料単価 資本費算入率

米沢市 142.64 70%

山形市 181.40 87%

鶴岡市 216.67 76%

酒田市 207.66 48%

新庄市 197.12 26%

寒河江市 181.52 51%

上山市 177.38 61%

村山市 165.22 44%

長井市 201.94 60%

天童市 158.75 115%

東根市 172.73 78%

南陽市 162.13 26%

13市平均 180.43 62%

類団平均 153.02 56%

全国平均 134.81 71%

※使用料単価

　 料金の対象となる汚水（有収水量）

１㎥当たりの下水道使用料収入。

算出式：使用料収入÷年間有収水量

※資本費算入率

　汚水処理に係る資本費のうち、使用

料で賄われている割合。高いほど独立

性がある。

算出式：（使用料収入－維持管理費）

÷資本費

米沢市改正後
158.9円、60.9％

142.64円、70.0％
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出典：人口減少下における維持管理時代の下水道経
営のあり方検討会第1回資料5 3ページ （令和２
年国土交通省）



（２）使用料の対象経費について

使用料対象経費（下水道事業を行うための経費）

●下水道サービスを提供するために必要な経費（維持管理費）

●企業債の利息や下水道施設を整備するために必要な費用（資本費）

＋ ＝

維持管理費

人件費
動力費
委託料 など

資本費

減価償却費
支払利息
資産維持費など

下水道使用料

汚水処理に係る維持管理費及び資本費のうち、国の定める一般会計繰出

基準による公費負担分を除いた全額が使用料対象経費となる。
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出典：下水道財政のあり方に関する研究会
第9回資料4 3ページ （令和２年総務省）
（事務局でマーカー部を追加しました。）
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60％

出典：下水道財政のあり方に関する研究会第9回資
料3 3ページ （令和２年総務省）（事務局でマー
カー部、「60％」を追加しました。）



17

出典：下水道財政のあり方に関する研究会第9回資料
3 3ページ (令和２年総務省)(事務局でマーカー部
を追加し、資料の一部を拡大しました。）



18資本費算入率について

資本費算入率・・・使用料で資本費を賄っている割合。

⇒維持管理費と汚水処理費の増加によって、減少していく見通し。

算出式：（使用料収入－維持管理費）÷資本費
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19資本費算入率について

資本費算入率・・・使用料で資本費を賄っている割合。

⇒維持管理費と汚水処理費の増加によって、減少していく見通し。

算出式：（使用料収入－維持管理費）÷資本費

15.6％改定後（満額収益）
22.2％改定後（7割収益）
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⇒R9年度に資金不足の見込み。

単位：百万円

【改定前】



13

184 169 130
80

208
293 303

173

56

△65
△158

△248 △287 △260

△1,000

△800

△600

△400

△200

0

200

400

R1決算 R2決算 R3決算 R4決算 R5決算 R6 R7 R8 R9 R10 R11 R12 R13 R14 R15

資金残高

資金残高の推移

⇒R11年度に資金不足の見込み。

単位：百万円

2115.6％改定後（満額収益）
22.2％改定後（7割収益）
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収益的収支の推移

支出を収入で賄えておらず、R6年度以降も赤字の見込み。

R3年度は、一般会計からの繰入金による利益。（翌年度精算のため実質赤字）
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単位：百万

【改定前】
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単位：百万円

収益的収支の推移 15.6％改定後（満額収益）
22.2％改定後（7割収益）



24維持管理費の推移

維持管理費・・・下水道施設を維持管理していくために必要な費用（繰入金等の公費負担分を除いた額）

⇒物価高騰による影響で動力費等の維持管理費が増大する見込み。

R7-R9≫委託料（更新時12％）動力費（5.5％）薬品費（3.8％）※R10以降（2％）

R7-R11≫その他（2％）
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その他（消耗品、修繕費、光熱水費等） 委託料 動力費 薬品費

単位：百万円
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出典：令和６年３
月から適用する公
共工事設計労務単
価について（令和
６年国土交通省）
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減価償却費 支払利息 資産減耗費

資本費の推移

資本費・・・下水道施設を整備するために必要な費用（繰入金等の公費負担分を除いた額※）

※独立採算制の考えに基づき、分流式繰入金は控除していない。

⇒設備投資による減価償却費の増。

単位：百万円
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人口シミュレーション（本市独自推計③）
総人口

R2(2020) 81,252
R7(2025) 76,440（△6.0％）
R12(2030) 71,670（△11.8％）
R17(2035) 66,867（△17.7％)
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一般世帯数の推移 世帯数 世帯人員

R2(2020) 33,013 2.38
R7(2025) 33,541（＋1.6％） 2.29（△3.8％）
R12(2030) 32,877（△0.4％） 2.19（△8.0％）
R17(2035) 32,037（△3.0％） 2.10（△11.8％）



次回（10/28（月）15:00）のすすめ方（案）

答申（案）の検討、決定
□検証結果を踏まえて、適正な下水道使用料のあり方についての答申（案）をお示しする
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